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【出典】令和５年度地方財政の姿（令和５年１月 総務省自治財政局財政課）
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【出典】地方財政の現状（総務省ホームぺージ）

臨時財政対策債
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地方財政の借入金残高の状況
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【出典】地方財政の状況（令和５年３月 総務省）

地方債現在高及び積立金現在高の推移
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【出典】首相官邸Twitter
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こども・子育てに関する「経済財政運営と改革の基本方針」（骨太方針）2023

３．少子化対策・こども政策の抜本強化

（加速化プランの推進）
急速な少子化・人口減少に歯止めをかけなければ、我が国の経

済・社会システムを維持することは難しく、世界第３位の経済大国
という、我が国の立ち位置にも大きな影響を及 ぼす。若年人口が急
激に減少する2030年代に入るまでが、こうした状況を反転させるこ
とができるかどうかの重要な分岐点であり、ラストチャンスである。
このため、政府として、若者・子育て世代の所得向上に全力で取り
組む。新しい資本主義の下、賃上げを含む人への投資と新たな官民
連携による投資の促進を進めることで、安定的な経済成長の実現に
先行して取り組む。次元の異なる少子化対策としては、「こども未
来戦略方針」に基づき、若い世代の所得を増やす、社会全体の構造
や意識を変える、全てのこども・子育て世帯を切れ目なく支援する
という３つの基本理念を踏まえ、抜本的な政策の強化を図る。経済
を 成長させ、国民の所得が向上することで、経済基盤及び財源基盤
を確固たるものとすると ともに、歳出改革等によって得られる公費
の節減等の効果及び社会保険負担軽減の効果を活用することによっ
て、国民に実質的な追加負担を求めることなく、「こども・子育て
支 援加速化プラン」（以下「加速化プラン」という。）を推進する。
なお、その財源確保の ための消費税を含めた新たな税負担は考えな
い。

具体的には、「こども未来戦略方針」に基づき、今後「加速化プ
ラン」の３年間の集中 取組期間において、児童手当の拡充、出産等
の経済的負担の軽減、医療費等の負担軽減、高等教育費の負担軽減
などの「ライフステージを通じた子育てに係る経済的支援の強化や
若い世代の所得向上に向けた取組」、妊娠期からの切れ目ない支援

の拡充や幼児教育・保 育の質の向上、「こども誰でも通園制度（仮
称）」の創設など「全てのこども・子育て世帯を対象とする支援の拡
充」、男性育休の取得促進や育児期を通じた柔軟な働き方の推進 等の
「共働き・共育ての推進」とともに、こうした具体的政策に実効性を
持たせる「こど も・子育てにやさしい社会づくりのための意識改革」
を、「「加速化プラン」を支える安定的な財源の確保」を進めつつ、
政府を挙げて取り組んでいく。

こども・子育て予算倍増に向けては、「加速化プラン」の効果の検
証を行いながら、政策の内容・予算をさらに検討し、こども家庭庁予
算で見て、2030年代初頭までに、国の予算又はこども１人当たりで見
た国の予算の倍増を目指す。その財源については、今後更に 政策の内
容を検討し、内容に応じて、社会全体でどう支えるかさらに検討する。

【出典】 経済財政運営と改革の基本方針（令和5年6月16日 閣議決定）



「地方自治法の一部を改正する法律」
R5. 5. 8 公布 （R6. 4. 1 施行予定）

総務省の答弁内容（松本大臣 R5.4.13）
必要な経費について、支給に向け各自治体に対する調査を考えて

いる。
その結果を踏まえて地方財政措置をしっかりと検討する。

※ 総務省は、･･･機械的な試算として、約1,500億円との見込
みを示した。（ｉJAMP）
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地方自治法（昭和22年法律第67号）

第二百三条の二 普通地方公共団体は、その委員会の非常
勤の委員、･･･（略）･･･その他普通地方公共団体の非常勤
の職員（略）に対し、報酬を支給しなければならない。
２、３ （略）
４ 普通地方公共団体は、条例で、第一項の者のうち地方
公務員法第22条の２第１項第１号に掲げる職員（会計年度
任用職員）に対し、期末手当又は勤勉手当を支給すること
ができる。
５ 報酬、費用弁償、期末手当及び勤勉手当の額並びにそ
の支給方法は、条例でこれを定めなければならない。

※ 教職員についても附則にて同様の改正

地方財政審議会の意見（R5.5.25）

③ 会計年度任用職員の制度改正に係る対応

地方自治法の改正等に伴い、会計年度任用職員に対して、勤勉手
当の支給が可能となったところである。各地方自治体が勤勉手当を
支給するために必要となる歳出について、地方財政計画に適切に計
上し、その財源を確実に確保すべきである。

会計年度任用職員に対する勤勉手当の支給について
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【出典】 自治体情報システムの標準化・共通化に係る手順書（第 2.0 版） 令和５年１月２０日 総務省

【デジタル基盤改革支援補助金 （地方公共団体情報システムの標準化・共通化に係る事業） に関するＱ＆Ａ（第５版）】
令和 ４年度末のマイナンバーカードの交付率等を勘案し、令和５年度において、補助基準額の上限の

算定方法の改正を行い、補助金額の上限を加算する方向で検討を行っている。 （令和４年10月更新）



建物等の取得価額に対し、税額控除4％又は特別償却15％

雇用者増加数１人当たり最大30万円（注）を税額控除

雇用促進税制

オフィス減税

地方拠点強化税制（適用期限：令和6年3月末）

地方活力向上地域等特定業務施設整備計画（事業者作成→知事認定）
認定要件: 特定業務施設で常時雇用従業員増加数が5人(中小１人) ※
対象施設: 事務所、研究所、研修所
対象区域: 地域再生計画で指定された道府県の一部の区域

※移転型の場合、左記に加えて、以下の①又は②を満たす必要
①計画期間中、増加数の過半数が東京23区からの転勤者
②初年度は増加数の過半数、かつ、計画期間中は増加数

の1/4以上が東京23区からの転勤者

（措置対象:建物、建物附属設備、構築物 取得価額要件：2,500万円（中小企業者1,000万円））

適用要件:①特定業務施設の雇用者増加数（非正規除く）が2人以上 ②事業主都合の離職者なし

（注）増加雇用者が転勤者の場合は減額（ー10万円）。非正規の新規雇用者は対象外。法人全体の雇用者増加数が上限。

拡充型(含対内直投)

地方にある企業の本社機能の
強化を支援

地方の企業の拠点拡充

東京圏・近畿圏・中部圏の既成市街地等
以外での拡充の場合支援

移転型
東京23区からの企業の
本社機能の移転を支援

東京23区

東京一極集中の是正
地方移転の促進

東京圏の既成市街地等以外への移転
の場合支援

建物等の取得価額に対し、税額控除7％又は特別償却25％

雇用者増加数１人当たり最大90万円(80万円*) を税額控除
《最大50万円（注）＋上乗せ分40万円(30万円*)》

＊近畿圏・中部圏の既成都市区域等の場合

＜上乗せ分について＞
上乗せ分40万円は最大3年間継続（40万円×3年＝120万円）
ただし、特定業務施設の雇用者数又は法人全体の雇用者数が減少した場合、以後は不適用

特定業務施設の雇用者増加数に応じ税額控除
雇用促進税制の上乗せ分とオフィス減税は併用可
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１．改正の趣旨
● 地域における大学の振興及び若者の雇用機会の創出による若

者の修学及び就業の 促進に関する法律（以下｢法｣という。）
によって、平成30年10月から令和10年3月末までの間、一部
の例外を除き、東京23区内の大学の学部の収容定員の増

加が抑制されている。

※例外事項の例： ・スクラップアンドビルドによる増加
・留学生や社会人に限定した増加
・夜間・通信課程の増加
・法施行時までに機関決定等を行っている増加
・専門職大学等の設置に係る増加（令和6年3月31日までの経過措置）

⚫法附則において、令和6年3月末日までに法の施行状況につい
て検討を加えその結果に基づいて必要な措置を講ずるよう規
定されていることを受け、内閣官房において有識者会議を設
置し、令和4年9月から検討を行い、令和5年2月の第3回会議
において結論を取りまとめた。

⚫ 有識者会議の結論を踏まえ、内閣府及び文部科学省の所管
する命令について、高度 なデジタル人材の育成に係る学部・
学科については限定的に抑制の対象外とするため、所要の規
定の整備を行う。

東京23区内の大学定員抑制に関する限定的な例外措置について

２．改正の概要
下記の要件を全て満たすものとして、有識者の意見を聴いて

文部科学大臣が認める場合には、東京 23 区内の大学の学部の収
容定員の増加抑制の例外として、収容定員増を可能とする。

① 学位分野が理学関係分野又は工学関係分野の高度なデジタ
ル人材を育成する情報系学部・学科における収容定員増加

（学科等の新設を含む。）であること。

② 増加させる分の定員は、新学部等の完成年度以降 3 年以内
に大学全体の入学定員を 増加前に戻すことを前提とした臨
時的な定員増加であること。

③ 特定地域以外の地域における若者の著しい減少を助長する
おそれを解消するための取組として、地方企業でのインタ
ーンシップ等の地方自治体等と連携した地方における就職
促進策を行うとともに、地方大学との連携等により地方に
おけるデジタル人材育成強化に貢献すること。

特定地域内学部収容定員の抑制等に関する命令の一部を改正する命令案の概要（抄）
令和5年4月26日 内 閣 府 地 方 創 生 推 進 事 務 局

文 部 科 学 省 高等教育局高等教育企画課
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（出典：総務省資料）
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第４章 中長期の経済財政運営
４．国と地方の新たな役割分担等

社会全体におけるＤＸの進展及び感染症対応で直面した課題等を踏まえ、ポストコロナの経済社会に
的確に対応する観点から、必要な地方制度の在り方について、法整備を視野 に入れつつ検討を進める。
具体的には、地方制度調査会の調査審議を通じて、国・地方間、 東京圏等の大都市圏を含む地方自治体
間の役割分担を明確化し、連携・協力の実効性を高 10 めるための対応について、検討を行う。

国・地方を通じた効率的・効果的な計画行政を推進するため、各府省は、地方に係る制 度の検討に当
たっては、まず、計画以外の形式を検討する。その上で、計画によらざるを 得ないと考える場合には、
あらかじめ地方六団体に説明を行い、理解を得るよう努めるこ ととする。既存計画については、統廃合
や事務負担の軽減を行うとともに、毎年、見直し の進捗状況を公表する。内閣府は、各府省の六団体へ
の説明に先立ち、各府省からの事前 相談に応じ必要な支援を行う。進捗状況や新たに生じる課題を踏ま
え、各府省に必要な対 応を促す。

新型コロナウイルス感染症の感染症法における位置付けの変更を踏まえて、地方財政の 歳出構造につ
いて平時に戻す。感染症対応として実施された地方創生臨時交付金について、 内容の見える化を徹底の
上、その効果・効率性についての検証作業を将来の危機対応にいかすことも見据えて行う。

（以下、略）

骨太方針2023における
【出典】 経済財政運営と改革の基本方針 2023 令和5年6月16日閣議決定
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収入金額課税
令和５年度税制改正大綱（収入金額課税関係部分抜粋）
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（出典：総務省資料）



（出典：総務省資料）
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令和５年度税財政等に関する提案（Ｒ４全国知事会秋提言）
５ 固定資産税の安定的確保

2022年度(令和４年度)における負担調整措置に関し、商業地等に係る課税標準額の上昇幅を評価額の2.5％までとされ
たことについては当年度限りとするとともに、2023年度(令和５年度)は既定の負担調整措置を確実に実施すること。ま
た、新型コロナ対策などの経済対策や生産性革命の実現などの政策的な措置については、本来、市町村の基幹税である
固定資産税を用いて行うべきではない。また、本年度に期限を迎える生産性革命の実現に向けた特例措置は、期限の到
来をもって確実に終了すべきである。

（出典：総務省資料）
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コロナ前(R元)
を上回る水準

地方税収の推移

（出典：総務省資料）



22（出典：総務省資料）

税収偏在の状況



平成
９年度 消費税率引上げ（３％→５％）

・地方消費税の創設 ※消費譲与税を廃止

16～19年度 三位一体の改革
・３兆円の税源移譲（所得税→個人住民税） ※平成16～18年度は所得譲与税
・個人住民税所得割の10％比例税率化

20年度 地域間の財政力格差拡大への対応
・地方法人特別税・譲与税制度の創設（法人事業税を一部国税化）

26年度 消費税率引上げ（５％→８％）
・法人住民税法人税割の一部交付税原資化
・地方法人特別税・譲与税の規模を２／３に縮小（法人事業税への一部復元）

令和
元年度 消費税率引上げ（８％→10％）

・法人住民税法人税割の更なる交付税原資化
・地方法人特別税・譲与税の廃止（法人事業税への復元）
・特別法人事業税・譲与税の創設
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これまでの経緯と令和５年度与党税制改正大綱

（出典：総務省資料）

令和５年度与党税制改正大綱（抄）

第一 令和５年度の税制改正の基本的考え方等

人口減少・少子高齢化といった国内の構造変化や、国際経済や安全保障など外的環境の変化に的確に対応するためには、税制を含め

たあらゆる制度を普段に見直すとともに、変化を受け止める「足腰」を強化することが肝要である。

このため、引き続き、更なる税負担の公平性の確保、働き方への中立性の確保、世代間・世代内の公平の実現、経済のグローバル

化・デジタル化等への対応といった観点から中長期的な税制の検討を進める。あわせて、経済を立て直し、そして財政健全化に向けて

取り組む中で、経済成長を阻害しない安定的な税収基盤を築いていく。

加えて、豊かさのみならず、世界と伍する地方社会を取り戻すための「デジタル田園都市国家構想」の実現も、喫緊の課題である。

過疎化や高齢化といった地方の課題を解決し、地方活性化に取り組むため、住民生活に密着した行政サービスを支える地方公共団体の

税収をしっかり確保するとともに、税源の偏在性が小さく税収が安定的な地方税体系を構築することが必要である。
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「歴史的転機における財政」（令和5年5月29日財政制度等審議会）（抄）

Ⅴ．人口・地域

１．東京一極集中・税源偏在と地方財政に関する課題

我が国では、人口動態面・経済活動面において続いてきた東京一極集中や事業形態の変化の影響により、東京都の地方税収等は増
加傾向が続き、全国に占めるシェアも高い水準となっている。各地域の実情に応じたきめ細やかな行政サービスを地方公共団体が安
定的に提供していくための基盤として、税源の偏在性が小さい地方税体系を構築することが重要である。（後略）

（１）東京一極集中・税源偏在
我が国では近年、生産年齢人口の転入超過や大企業の集中など、人口動態面・経済活動面において東京一極集中が続いてきている。

同時に、この四半世紀、住民に身近な行政はできる限り地方公共団体が担い、その自主性を発揮できるよう地方分権が推進されてき
た。地方分権の進展に伴い、地方税の充実確保が図られてきたが、その際、税源が偏在していると地域間の財政力格差が拡大するこ
とになる。実際、東京一極集中の流れとともに、東京と地方の財政力格差が拡大してきた。このため、税源の偏在性が大きい地方法
人課税については、これまで累次の偏在是正措置が講じられてきた。具体的には、平成20年度（2008年度）に法人事業税の一部を分
離して地方法人特別税・譲与税が創設され、平成26年度（2014年度）に法人住民税の一部の交付税原資化等が行われたことに続き、
令和元年度（2019年度）には、地方法人特別税・譲与税の廃止の上、法人住民税の交付税原資化が更に進められるとともに、法人事
業税の一部を分離して特別法人事業税・譲与税が創設された。このような偏在是正措置にもかかわらず、東京都の地方税収等は増加
傾向が続き、全国に占めるシェアも高い水準となっている。
この背景には、事業形態の変化の影響もあると考えられる。例えば、電子商取引（EC）は、本店以外の事務所等がなくとも全国で

の事業展開が可能であり、各地に事務所等を設けて販売する事業形態と比べて、本店所在地に税収が集中する。コロナ禍の令和２年
（2020年）・令和３年（2021年）にBtoC（物販）のEC化率が急上昇したように、電子商取引の普及・拡大に伴って、東京都への税収
の集中が今後も進展すると考えられる。また、個人小売店の売上高等の減少と対照的に、コンビニエンスストアは売上高等の成長が
続いている。地元の地方公共団体に納税していた個人小売店がコンビニエンスストアに形態を変えると、実質的な経済活動に変化は
なくとも、売上の一部がフランチャイズ料として東京本社に支払われる結果、地元の地方公共団体に納められていた税収が本店所在
地である東京都に移転することになる。このような事業形態の変化の影響を踏まえて、地方法人課税について、自主性、応益性、普
遍性などの地方税の原則からの要請との両立・調和を図っていくことが重要である。
こうしたことに加え、そもそも東京都に転入し、就職することで結果として東京都の税収増をもたらしている若者は、それぞれの

地域の教育・福祉等の行政サービスを受けて育まれた人材であることや、豊かな財政力を持つ東京都と地方との間で行政サービスの
格差が広がれば、地方からの更なる人口流出をもたらす可能性があることも踏まえて対応を検討する必要がある。日本経済を牽引し
ている東京都は昼間流入人口が多いこともあり、インフラ・防災対策など大都市特有の行政サービス・投資を行う必要があることに
留意しつつも、地域格差が過度に広がることなく、各地域の実情に応じたきめ細やかな行政サービスを地方公共団体が安定的に提供
していくための基盤として、偏在性が小さい地方税体系を構築することが重要である。

財政制度等審議会（国）における議論の動向①
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財政制度等審議会（国）における議論の動向②
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財政制度等審議会（国）における議論の動向③
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財政制度等審議会（国）における議論の動向④
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財政制度等審議会（国）における議論の動向⑤
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財政制度等審議会（国）における議論の動向⑥
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ポストコロナの経済・財政一体改革における重点課題
～地方行財政、文教・科学技術、社会資本整備等における投資効率の向上～

（抜粋）
2023年4月26日

十倉 雅和、中空 麻奈、新浪 剛史、柳川 範之
（地方行財政等）
地方財政については、いわゆる一般財源総額実質同水準ルールの下、足元の税収増や基金の積み上が
りに着目し、臨時財政対策債の既往債の早期償還や交付税特会借入金の返済促進を図るべき。また、
それを通じ地方財政の資産・債務マネジメント（ALM）をできるだけ早期に強化し、財政健全化を更に
進めて行くべき。また、税源の偏在性が小さく税収が安定的な地方税体系の構築、地方財政計画と決
算の乖離・歳出費目のズレの見える化など、残された課題に着実に取り組んで行くべき。

経済財政諮問会議（国）における議論の動向①：民間議員意見
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R5.4.26 経済財政諮問会議・民間議員提出資料

経済財政諮問会議（国）における議論の動向②
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経済財政運営と改革の基本方針2023（抄）

第４章 中長期の経済財政運営

４． 国と地方の新たな役割分担等

東京一極集中が続く中、行政サービスの地域間格差が過度に生じないよう、地方公共団体間の税収の
偏在状況や財政力格差の調整状況等を踏まえつつ、税源の偏在性が小さく税収が安定的な地方税体系の
構築に向けて取り組む。
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電子申告

（出典：総務省資料）


